
（［Ｎ＝４１６］）

滋賀県が認証したＮＰＯ法人５１６者（平成23年８月31日現在）にアンケー
ト調査を実施したところ、１８３者から回答がありました。
主な問いについて集計した結果は、以下の通りです。
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高齢者福祉 (64)

児童福祉 (19)

障害者福祉 (66)

その他の社会福祉 (16)

健康づくり (10)

医療 (7)

教育・生涯学習指導 (20)

まちづくり・むらづくり(48)

学術研究の振興 (3)

スポーツの振興 (9)

芸術・文化の振興(13)

自然環境保全 (24)

公害防止(3)

リサイクル(7)

災害防止・災害時支援(2)

犯罪の防止(2)

交通安全(1)

人権の擁護(19)

平和の推進(1)

国際交流(7)

国際協力 (2)

男女共同参画社会の形成の促進(4)

青少年育成(14)

情報化社会の推進(4)

科学技術の振興(1)

農林水産業の振興(3)

商工業の振興(2)

職業能力の開発(4)

雇用機会の拡充(8)

消費者問題(0)

市民活動支援（中間支援） (6)

観光の振興(11)

農山漁村及び中山間地域の振興を図る活動(5)

その他(5)

記入無(6)

NPO法人アンケート集計結果について

ＮＰＯ法人の活動分野について

問：貴法人の活動分野についてお尋ねします。貴法人の活動分野で、特に力を入れているも
のについて、下表の区分により、該当するものを選んでください。（特にあてはまると思うものを３
つまで）

動物愛護、犯罪被害者の支
援、各種講座教室の開講、びわ
こ環境、外出支援 等

分野別ランキング（上位５位）
１ 障害者福祉
２ 高齢者福祉
３ まちづくり、むらづくり
４ 自然環境保全
５ 教育・生涯学習指導



（［Ｎ＝１８３］）

○NPO法人の活動範囲としては、複数の市町で活動している法人が多く、比率は約４１％である。

日本国外で活動している法人は１法人でパキスタンが国外の活動場所として挙がっている。

（複数回答可。［Ｎ＝４３１］）

（複数回答可。［Ｎ＝３８５）

○NPO法人の役割をどのように考えているかについて訪ねたもの。「人と人とのつながりづくり」という回答が最も多く、次い
で、「行政では対応できないようなきめ細かいサービス」、「参加者に生き甲斐や能力発揮の場の提供」となっている。反
対に、自分たちが地域のリーダーであるという自覚は少ない。

○「活動資金不足」、「人材不足」が圧倒的に多い。活動資金が不足しているから必要な人材が不足するのだという意
見があるが、一方では、資金的な準備もできてはじめて活動をするのであって、資金もないままに活動を始めるのは無謀
だという意見もある。
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行政では対応できないようなきめ細かいサービス（１１５）

人と人とのつながりづくり（１１９）

市民の自立や自主性を高める（５２）

参加者の生き甲斐や能力を発揮する場の提供（９９）

地域のリーダー的な役割（２９）

わからない（１）

その他（１４）

未回答（２）

問：貴法人の活動範囲について、該当するものを１つ選んでください。

問：貴法人は、活動を通して、地域や社会に対してどのような役割を果たしていると思います
か。該当するものをすべて選んでください。

ＮＰＯ法人の活動範囲について

地域、社会での役割について

医療者に対して標準的な蘇生法の普及をし
ている、大津のまちづくり、観光振興へ寄与し
ている、ソーシャルビジネス立ち上げ支援、行
政と連携して事業を行っている、人と動物との
共生を行っている、犯罪被害者への支援、行
政の縦割りを超えた活動をする事により、協働
を推進している 等

運営上の課題について
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活動資金不足（１０３）

人材不足（９２）

組織運営のノウハウ不足（２４）

情報発信力不足（５５）

周囲に活動が理解されていない（３０）

取り組みの質を上げるための知識やスキルの不足（３２）

活動の場が不十分（２１）

他団体との連携がうまくいっていない（７）

特に課題はない（１４）

その他（７）

行政の委託で資金が確保できているので、行
政の意に反した事業がやりにくい、工賃アップ
のノウハウ不足、行政の中でのＮＰＯの位置付
けが民間企業と同等ではなく、それ以下となっ
ている 等

問：貴法人では、運営上どのような課題があると思いますか。該当するものを選んでください。
（特に重要と思うものを３つまで）
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複数の都道府県にまたがる区域（１２）

県内で複数の市町にまたがる区域（７８）

一つの市町内（７２）

一つの小学校区内（２）

日本国外（１）

未回答（１８）



（［Ｎ＝１８３］）

（複数回答可。［Ｎ＝４４７］）

（［Ｎ＝１８３］）

○運営上の課題として「活動資金不足」と回答した法人が１０３法人であったが、市場からの資金調達を行っている法
人は５５法人に止まっている。NPO法人の活動は採算が取れるものだけではなく、どちらかというと財源としては厳しいもの
とならざるを得ない。NPO法人の期間収入は、会費・入会金であり、その部分を強化するという選択であろうと思われ
る。何らかの補助金や助成金に頼ろうとすると活動が継続しない可能性が高くなる。

○「活動資金の助成」が際だっている。ついで、「税制面での優遇」、「NPO法人に関する情報提供の充実」が求められ
ている。
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資金調達を行っている（５５）

資金調達を行っていない（１０９）

わからない、検討中（１７）

未回答（２）

市場からの資金調達の必要性について
問：貴法人の事業を展開していくために、市民から資金調達（※広く会員や寄付等を募り資
金を調達すること）をしていますか。

NPOに関する行政施策について

問：貴法人はＮＰＯに関する行政の施策として、どのようなものが重要であると思いますか。該
当するものを選んでください。（特にあてはまると思うものを３つまで）
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ＮＰＯ法人に関する情報提供の充実（３２）

NPO法人の担い手となる人材の育成（３０）

広報誌やメディア等によるNPO 法人の活動の紹介（２７）

活動資金の助成（９７）

活動場所の提供（２１）

行政職員のNPOへの派遣（１４）

税制面での優遇（７４）

入札、指定管理、企画提案募集などの情報をNPOに対して提供（１５）

資材の提供（１５）

活動への参加希望者との橋渡し（１３）

法人と市民との交流機会の提供（３）

協働により実施する民間企業支援の促進（１９）

NPO法人に対する民間企業の支援の促進（２１）

中間支援組織の機能強化（１１）

ＮＰＯ等と行政との協働・連携のための話し合いの場作り（２７）

何もしない法がよい（４）

わからない（１）

その他（４）

未回答（１９）

行政不介入を望む、行政職員のＮＰＯ法人
に対する意識改革 等

インターネットの利用環境について
問：貴法人では、インターネットを利用されていますか。
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十分に利用している（ほぼ毎日）（８９）

よく利用している（１週間に１回以上）（５０）

あまり利用していない（月に２，３回）（２４）

利用環境が整っていない（１３）

その他（０）

未回答（７）



（［Ｎ＝１８３］）

（［Ｎ＝１８３］）

（複数回答可。［Ｎ＝１１１］）

（［Ｎ＝１８３］）

協働ネットしがの利用について

問：貴法人では、滋賀県県民活動生活課が運営しているホームページ「協働ネットしが」を利
用していますか。

淡海ネットワークセンターの利用について

問：淡海ネットワークセンター（公益財団法人淡海文化振興財団）を利用したことはありま
すか。

問：淡海ネットワークセンターを「利用したことがある」と答えた方にお伺いします。どのように利
用されていますか。利用されている事業について、該当するものを選んでください。
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情報交流誌・メールマガジン（３０）

おうみ市民事業創出支援事業（８）

おうみＮＰＯ活動基金（１９）

おうみ未来塾（３）

各種講座・フォーラム（２５）

各種相談（１８）

その他（６）

未回答（２）

NPO中間支援センターの利用について

問：貴法人の身近にあるＮＰＯ中間支援センターを利用したことはありますか。

0 10 20 30 40 50 60 70 80

よく利用している（１週間に１回以上）（１２）

時々利用している（月２，３回）（６０）

あまり利用していない（年数回）（７２）

利用していない（３０）

知らない（４）

未回答（５）
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利用したことがある（２６）

利用したことがない（１４４）

未回答（１３）

0 20 40 60 80 100 120

利用したことがある（６６）

利用したことがない（１１３）

未回答（４）



（複数回答可。［Ｎ＝３９］）

（［Ｎ＝１８３］）

（［Ｎ＝１８３］）

○「淡海ネットワークセンター」や「身近なNPO中間支援センター」を利用したことがない法人の割合が非常に高く、さほど
利用されているわけではない実態が見える。しかし、NPO中間支援センターが必要と思うかどうかについては、70％以上
が「必要である」と回答しており、積極的ではないとしても「必要である」と考えている法人が多いことが分かる。

○「認定を申請する」および「認定を申請する方向で検討している」と回答した法人は約42％と法人の関心も高いことが
読み取れる。また、NPOに関する行政施策について、重要だと思うものとして税制面での優遇を求める声も非常に高い
ことから、今回の法改正に対するNPO法人の関心も高いことが読み取れる。

問：身近にあるＮＰＯ中間支援センターを「利用したことがある」と答えた方にお伺いします。ど
のように利用されていますか。利用されている事業について、該当するものすべてに選んでくださ
い。
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情報交流誌・メールマガジン（１３）

各種講座・フォーラム（９）

各種相談（１４）

その他（３）

問：ＮＰＯ中間支援センターは必要だと思われますか。
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必要である（１３０）

必要でない（２２）

未回答（３１）

認定NPO法人の認定について

問：認定NPOの認定制度については、平成24年度以降は都道府県が認定することになり、
認定要件も緩和される予定ですが、貴法人の今後の対応について該当するものを選んでくだ
さい。
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認定を申請する（３８）

認定を申請する方向で検討している（３８）

認定を申請しない方向で検討している（１１）

認定を申請しない（１８）

未定（６３）

未回答（１５）


